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本報告は「経済産業省 令和元年度ビッグデータを活⽤した新指標開発事業（短期の販売・
⽣産動向把握）」を中⼼に平成28年度以降のビッグデータプロジェクトの成果をご紹介します。

※本資料・講演の意⾒や主張はあくまで個⼈的⾒解です。

５
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１．経済産業省 ビッグデータプロジェクトについて1
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１ ビッグデータプロジェクトについて 今年度の⽬標1

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

⽬標１ 平成30年度「ビッグデータを活⽤した商業動態統計調査の実施・結果検証及び新指
標開発事業」を引き継ぎ、統計法に基づく基幹統計化を⽬指す。 （作る）

ビッグデータを活⽤した新指標を作成し、ダッシュボードとして公表する。 （伝える）⽬標２

「ビッグデータを活⽤した新指標開発事業（短期の販売・⽣産動向把握）」令和元年度
プロジェクト

⼤⾬・台⾵など⾃然災害、消費増税など経済活動や暮らしに影響を与える事象の把
握とその対処に役⽴つ指標開発や分析を⾏う。 （活かす）⽬標 3

                                                                     4



統
計
調
査

調
査
研
究

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

ＦＳ調査 調査研究（新指標の開発） 実証実験（試験調査の実施） 社会実装（基幹統計調査の実現）

2016Fy 2017Fy 2018Fy

2016.10-2017.06
「POS家電量販店動向指標」,
「SNS×AI景況感指標」等の開発

2017.07-2018.03
試験公開サイト「BigData-STATS」
開設/閉鎖

2019Fy 2020Fy〜

2018.07-12
「ビッグデータを活⽤した
商業動態統計調査」の実施

試験調査
統計法に基づく
「⼀般統計調査」
として実施 2020.04-

「商業動態統計(丁２調査)」
POSデータ等受付開始(予定)

2019.06-11
「POS-⼩売販売額指標」、
「POS-プレミアム志向インデックス」等の開発

本調査

開発

2016.12 「経済財政諮問会議」
「統計改⾰の基本⽅針」が取りまとめられ、
新たなデータ源の活⽤として
ビッグデータの活⽤等が明記された。

2019.11-
「BigData-STATSダッシュボード(β版)」
開設

公開 公開

統計法に基づく
「基幹統計調査」
として実施

１ ビッグデータプロジェクトについて 年表1

開発

2014Fy〜

2014Fy
⺠間企業の
ビッグデータの
保有状況の調査

ＦＳ （作る） （作る）

（伝える・活かす）（伝える）

（作る）（作る）

平成28年度 IoT推進のための新産業モデル創出基盤整備事業（ビッグデータを活⽤した新指標開発）
平成28年度 IoTを活⽤した新ビジネス創出推進事業（ビッグデータを活⽤した新指標開発）
平成30年度 ビッグデータを活⽤した商業動態統計調査の実施・結果検証及び新指標開発事業
令和元年度 ビッグデータを活⽤した新指標開発事業（短期の⽣産・販売動向把握）
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１ ビッグデータプロジェクトについて 背景とモチベーション1

ビッグデータやテクノロジーの活かしどころはどこだろう︖

政府が現在進めている統計改⾰において、「早期かつ精緻な景気動向把握」や「報告者負担
の軽減等を実現する」ための⼿段の⼀つとして、ＰＯＳデータなどを始めとした新たなデータ源の
活⽤の取組を進めることとなっている。

背景

報告者（客体）の
負担軽減に関する
従 来 の 主 な 対 応

調査項⽬削減
調査間隔の延⻑
サンプリングの裾切り値を上げることによる対象除外
他の調査への吸収や他の調査での代替
調査廃⽌ など

報告者負担・現場の負担を
軽減しながら、調査のカバー
率の向上や精度向上を⾏う
のは困難。※統計委員会での審議

が必要である。
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従来の政府統計のワークフロー

統計調査・現場においてビッグデータやテクノロジーを活かすことができるプロセス

*RPAとは「Robotic Process Automation / ロボティック・プロセス・オートメーション」の略語。
ホワイトカラーのデスクワーク（主に定型作業）を、パソコンの中にあるソフトウェア型のロボットが代⾏・⾃動化する概念。（WINACTOR ホームページより抜粋）

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

クラウド技術

データサイエンス
テクノロジー デジタルダッシュボードビッグデータに

置き換え

RPA*
⼈⼯知能AI

⼈⼯知能AI

１ ビッグデータプロジェクトについて 背景とモチベーション1
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１． 作る⼯夫︓公的統計調査を⺠間ビッグデータで置き換えたい2
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１ 作る 海外の動向 （平成30年度海外調査の結果より）2

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

イギリス
消費者物価指数（CPI）の⼀部品⽬で、スキャナーデータ（POS）を活⽤している事
例はあるが、⺠間企業が保有するビッグデータを広範囲に収集し、公的な統計調査として
実施した事例は存在しなかった。

消費者物価指数（CPI）の⼀部品⽬で、スキャナーデータ（POS）を活⽤している事
例はあるが、⺠間企業が保有するビッグデータを広範囲に収集し、公的な統計調査として
実施した事例は存在しなかった。

⺠間企業が保有するビッグデータを広範囲に収集し、公的な統計調査として実施した事
例は存在しなかった。

オランダ

シンガ
ポール

消費者物価指数（CPI）など公的統計の作成の⼀部に⺠間ビッグデータを活⽤する例は
国内外に存在する。しかし、わが国において、国の統計調査を⺠間ビッグデータのみで作成す
るのは本プロジェクトが初の取組となる。
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１ 進捗と今後の展望と課題 得られた知⾒と展望42019年3⽉14⽇開催 RIETI-BBL 「ビッグデータは公的統計を変えられるのか︓海外先進事例に学ぶ」
プレゼンテーション資料（P.36 抜粋） https://www.rieti.go.jp/jp/events/bbl/19031401_konishi.pdf 

2020年度
POSによる「基幹統
計調査」開始予定

P.P. ４
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統計の分野 鉱⼯業 商業 サービス業

⼀
次
統
計

構造統計
産業の構造を把握
する基礎的な統計

•経済センサスー活動調査ー[5年]

•⼯業統計調査[毎年*1] •経済構造実態調査[毎年]

動態統計
産業活動の短期的
動向を把握する統
計

•⽣産動態統計調査[毎⽉]

•製造⼯業⽣産予測調査
[毎⽉]

•商業動態統計調査[毎⽉] •特定サービス産業動
態統計調査[毎⽉]

企業統計
企業活動の全体像
や海外での我が国
企業の活動を把握
する統計

•企業活動基本調査[毎年]
•海外事業活動基本調査[毎年]

•海外現地法⼈四半期調査[四半期]
•情報通信基本調査[毎年]

加
⼯
︵
⼆
次
︶
統
計
及
び
分
析

構造統計や動態
統計を基に加⼯、
指数化された統
計及び分析

•鉱⼯業指数[毎⽉] •第３次産業活動指数[毎⽉]

•全産業活動指数[毎⽉]

•経済解析室ニュース[不定期]
•ひと⾔解説[不定期]
•ミニ経済分析[不定期]

•動きで⾒る経済指標[不定期]

産業連関表

•基本表[５年]
•延⻑表[毎年]

【参考】統計体系と実施体制（２０１９年度）

主な統計の体系 [太字は「基幹統計調査」] 調査統計グループ体制 [職員245名*2]

調査統計グループ

*2 数値は2018年、地⽅局を含んだ値。

• 総合調整室 経済産業省の所掌業務に関する統計の総合的な調整に関す
ること、予算に関すること

• 統計企画室 統計調査の企画・⽴案、統計分類の改正などに関すること

• 統計情報システム室 統計調査の電⼦計算機処理に関する事務の総括に関するこ
と

• 調査分析⽀援室 統計の企画、実施及び利⽤に関する⽀援、産業連関表、広
報及び国際案件等に関すること

• 業務管理室 グループの庶務に関すること

• 経済解析室 鉱⼯業指数、第３次産業活動指数、全産業活動指数、産
業活動分析等に関すること

• 構造統計室 経済センサス-活動調査、⼯業統計調査、経済構造実態調
査等に関すること

• 鉱⼯業動態統計室 ⽣産動態統計調査等に関すること

• サービス動態統計室 商業動態統計調査、特定サービス産業動態統計調査等に関
すること

• 企業統計室
経済産業省企業活動基本調査、情報通信業基本調査、
海外事業活動基本調査、海外現地法⼈四半期調査等に関
すること

*1 2019年は経済構造実態調査と同時・⼀体的に実施。                                                                     11
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１ 作る 調査研究︓ POS家電量販店動向指標 (2017年)

家電量販店のPOS情報を活⽤して、週次の販売動向を把握。

┌───────── ジーエフケーマーケティングサービスジャパン株式会社（GfK） ───────────────────────────┐

２３企業

全国＋経産局別
＋都道府県別

集計対象企業同⼀

全国＋経産局別
＋都道府県別

６分類 ８分類

速報化⽉次集計

翌⽉末

週次集計
⽉次集計

毎週⽔曜⽇
毎⽉３⽇迅速化

ＰＯＳデータ集信 データクリーニング データ集計
１ ２ ３ ４集信対象

（家電量販店）
25企業

約3500店舗
経済産業省

チェック
済データ

全集信
データ

各社POS
データ

各社POS
データ各社POS
データ

データ
送信

①２５企業、約３５００店舗、
１⽉あたり約400万レコード
（2GB）のPOSデータを収集。

②商動丁２調査対象（２３
企業、約２５００店舗）に
集計対象を調整。

集計
データ

③約230万レコードの商品マスターと
マッチング、都道府県別×商品分類
別に販売額及び販売数量を集計。

④ファイル転送サービス
によるデータ送信。

POS 家電量販店
動向指標

-3,197億円

4兆1,983億円

3兆8,786億円

商業動態統計

集計対象企業

地区別区分

分類体系

集計単位

公表時期

詳細化

【既存統計に対するカバレッジ、動向】【既存統計との⽐較】

データ
送信

＝

2
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ビッグデータを活⽤した商業動態統計調査における新たな調査⽅法
2018年7⽉に総務⼤⾂の承認を得て統計法に基づく⼀般統計調査を実施、2019年2⽉に結果を公表した。

１ 作る 社会実装（基幹統計化）へ向けて︓ 新たな調査⽅法

本調査は、⺠間事業者（ジーエフケーマーケティング
サービスジャパン株式会社︓東京都中野区）に委託
して実施。

同社が運営するＰＯＳデータの収集プラットフォームを
活⽤し、報告者（家電⼤型専⾨店各社）から提供
を受けているＰＯＳ等ビッグデータから、調査票情報を
⽣成し経済産業省へ提出する統計調査業務フローを
構築。

注）ＰＯＳ等ビッグデータ＝⺠間事業者⽌まり。
調査票情報＝経済産業省に提出あり。

回収率は73.9％。全調査対象２３社中、１７社が
協⼒。

販売⾦額ベースでは、平成３０年の４兆４千億円の
72.6％にあたる３兆２千億円のカバレッジを確保。

1,500

2,500

3,500

4,500

20
15

.0
1 05 09

20
16

.0
1 05 09

20
17

.0
1 05 09

20
18

.0
1 05 09

試験調査
本体調査

本体調査との乖離は88億円。0.3％。

時系列相関も0.9968と⾮常に強い。

R=0.9968

0

10,000

20,000

30,000

40,000

合計

88億円
（0.3%）

本体調査︓商業動態統計調査（丁２調査）
試験調査︓ビッグデータを活⽤した商業動態統計調査（試験調査︓家電⼤型専⾨店分野）

2
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2016.10-2017.06
「POS家電量販店動向指標」,
「SNS×AI景況感指標」等の開発

2017.07-2018.03
試験公開サイト「BigData-STATS」
開設/閉鎖

2018.07-12
「ビッグデータを活⽤した
商業動態統計調査」の実施

試験調査
統計法に基づく
「⼀般統計調査」
として実施

公開

１ 作る 社会実装（基幹統計化）へ向けて︓ 乖離を縮⼩し精度を⾼める

開発

POS保有事業者や報告者（客体）の協⼒を得ながら、統計の精度を⾼め基幹統計化へつなげる

5,019 億円

3,197 億円

88 億円

12.0%

8.0%

0.3%

基幹統計調査との乖離率

報告者（客体）の協⼒を得て、
FCを除外、EC販売、PB商品、⾮
家電を拡充。

POS保有事業者の協⼒を得て、
腕時計、玩具、電動アシスト⾃転
⾞など、⾮家電を拡充。

２０１６度に開発し、２０１７年度に試験公開した「ＰＯＳ家電量販店動向指標」では、 「商業動態統計調査（本体調査）」
の集計結果を約８％下回っていたものが、平成３０年度に実施した「試験調査」において、ＥＣ販売を加えて網羅性を⾼めたことや、
ＦＣ店を除外するなど、「本体調査」の定義に合わせるための改善を⾏った結果、２０１８年度では０．３％まで差異が縮⼩した。

社会実装

2020Fy〜
「商業動態統計(丁２調査)」
POSデータ等受付開始(予定)

本調査

統計法に基づく
「基幹統計調査」
として実施

（作る）

（基幹統計調査の実現）

2016Fy 2017Fy 2018Fy
︕

︕

2
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POS等ビッグデータによる新たな調査⼿法の実現
（統計法に基づく⼀般統計調査）

１ 作る 社会実装（基幹統計化）へ向けて︓ 新たな調査⽅法

2018.07.02 総務⼤⾂による承認
公的統計調査として初の試みとなる「ＰＯＳ等ビッグデータを活

⽤するといった新たな調査⽅法を採⽤する」ことについて承認を得
た。

2018.06.28 経済産業⼤⾂による申請

2018.07.01-12.31 「POS等ビッグデータを活⽤した商業動
態統計調査(試験調査:家電⼤型専⾨店分野)」の実施
 「⼀般統計調査」のPOS等ビッグデータのみで実施は初

2019.11.19 経済産業⼤⾂による変更申請

2020.04.01以降 「商業動態統計(丁２調査)」のPOS等
データによる受付開始
 「基幹統計調査」のＰＯＳデータの活⽤は初

ＰＯＳデータ等

調査の実施

報告義務者
(家電⼤型専⾨店)

民間事業者Ｂが調
査項目についての
情報を収集

調査票（紙・データ）で報告

⺠間事業者
B

(組替集計作業を含
む他計調査の実施
を経済産業省から

受託)
調査票情報（組替
集計データ）を報告

経済産業省

⺠間事業者
A

(実査業務を経済産
業省から受託)

項目は
一致注）ＰＯＳ等ビッグデータ＝⺠間事業者⽌まり。

2020.01.06 総務⼤⾂による承認

2019.02.28 試験調査結果の公表

2019.05.25 本体調査との⽐較、検証結果の公表

POSデータ等による基幹統計調査の実施
（統計法に基づく基幹統計調査）

2019.11.27 統計委員会（諮問）
2019.12.09 サービス統計・企業統計部会（審議）
2019.12.16 サービス統計・企業統計部会（審議）
2019.12.20 統計委員会（答申）
報告義務者から報告する⽅法について、通常の紙調査票で⾏う

⽅法に加えて、希望する企業に対しては、「ＰＯＳデータ等による
提出も可とする⽅法を導⼊する」ことについて答申を得た。

2
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１． 伝える⼯夫︓ダッシュボードを作成してユーザーを増やしたい3
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2019.11.29 「BigData-STATSダッシュボード(β版)」開設
2019.11.29 「POS-⼩売販売額動向指標[ミクロ]」公開
 ⺠間企業が保有するＰＯＳデータを活⽤し、各⼩売業

態の商品別販売について、週次、地域別など、より詳細な
動向を把握することが可能な指標を開発・公開。

2019.12.27 消費者の購買⼼理を捉える新指標公開
 野村證券、⼩⻄葉⼦上席研究員の協⼒の下、各⼩売

業態の商品別販売動向から、消費者のプレミアム志向の
強さや⽇々体感する物価などを捉える新たな指標を開発。

https://www.meti.go.jp/statistics/bigdata-statistics/bigdata_pj_2019/index.html

１ 伝える 「BigData-STATSダッシュボード（β版）」を開設

短期の販売・⽣産動向の把握に役⽴つダッシュボードを開設

2020.02 既存の政府統計等も整理して掲載するなど、実
証事業の進捗に沿って順次改善を図っていく予定。

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

METI
×

NOMURA
⼩⻄
[RIETI]

技
術

前週の販売動向

翌週⾦曜に公表

3
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独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

１ 伝える ダッシュボード例（国内）︓総務省統計局の統計Dashboard

出所︓https://www.soumu.go.jp/main_content/000483933.pdf

3
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独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

1,691のデータセット／13のAPI
（2019年3⽉11⽇時点）

「蛇⼝を捻ると⽔が出てくる」ように、
ユーザの求めに応じ、扱いやすい形で、統計
データを即時に提供することを⽬指している。

1,732のデータセット／13のAPI
（2020年1⽉5⽇時点）

１ 伝える ダッシュボード例（海外）︓シンガポールの例（Data.gov.sg）3
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独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

１ 伝える 令和元年度プロジェクトの成果3

BigData-STATSダッシュボード(β版)
「BigData-STATSダッシュボード(β版)」を経済産業省のホームページ内に開設。

ダッシュボードでは、「週次・⽉次」「期間」「業態」「⼤・中分類」「地域」等を選択・組み合わせを⾏うことで、
より詳細な動向を確認できる。また、ダッシュボード内での公表データはダウンロード可能。

1

2

3

4

5

6

METI POS-⼩売販売額指標[ミクロ] 

METI×NOMURA POS-プレミアム志向インデックス
（プチ贅沢指標）

METI×NOMURA POS-コンビニエンス志向インデックス
（利便性指標）

METI×NOMURA POS-⽣活体感物価インデックス

METI×NOMURA CPIナウキャスト
（消費者物価予測指標）

SNS×AI 鉱⼯業⽣産予測指数(野村證券)

1 2019年11⽉29⽇に公開 ２ 2019年12⽉27⽇に公開。次節で紹介。６〜
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独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

１ 伝える 令和元年度プロジェクトの成果
METI POS-⼩売販売額指標[ミクロ] 2019年11⽉29⽇公開

ジーエフケー マーケティング サービスジャパン 株式会社、株式会社インテージが保有するＰＯＳデータ
を活⽤し、株式会社インテージ・リサーチ、株式会社インテージテクノスフィアの協⼒の下、各⼩売業態
の商品別販売動向について、週次、地域別などより詳細な動向を把握することが可能な指標。

概要

①平成27年（2015年）を基準年とする販売⾦額指数、②前年同週（⽉）⽐指標種類

平成24年（2012年）１⽉〜令和２年（2020年）３⽉
①週次︓毎週⾦曜⽇、②⽉次︓毎⽉４⽇頃（家電⼤型専⾨店）、毎⽉１２⽇頃（家電以外）

データ期間
更新頻度

スーパーマーケット／コンビニエンスストア／ドラッグストア／ホームセンター
家電⼤型専⾨店

業態

スーパーマーケット／コンビニエンスストア／ドラッグストア／ホームセンター︓約4000店舗
株式会社インテージ SRI（全国⼩売店パネル調査）データ
家電⼤型専⾨店︓約4600店舗
ジーエフケー マーケティング サービスジャパン 株式会社

データソース

スーパーマーケット／コンビニエンスストア／ドラッグストア／ホームセンター

家電⼤型専⾨店 家電︓カラーテレビ、パソコン、冷蔵庫、洗濯機、エアコン

商品分類
（⼤分類︓中分類）

スーパーマーケット／コンビニエンスストア／ドラッグストア／ホームセンター 全国９地域区分
家電⼤型専⾨店 全国５地域区分

地域

⾷品︓主⾷、調味料、加⼯⾷品、菓⼦、嗜好品
化粧品︓基礎化粧品、メイクアップ化粧品、その他化粧品
ヘルスケア︓医薬品、健康関連品、ベビー

飲料︓嗜好飲料、清涼飲料、アルコール飲料
雑貨︓オーラルケア、パーソナルケア、ハウスホールド、

紙製品、その他雑貨、ペット
その他︓たばこ

1

3
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１ 伝える 調査結果︓分析・公表

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

https://www.meti.go.jp/statistics/bigdata-statistics/bigdata_pj_2019/index.html

「BigData-STATSダッシュボード(β版)」のトップ画⾯について

※「BigData-STATSダッシュボード(β版)」は順次データ更新、機能拡充を⾏うため、本マニュアル内の画像が実際の画⾯と異なる場合がありますのでご注意下さい。

詳細グラフページへ画
⾯遷移します。

1

統計表ページへ画
⾯遷移します。

サイドメニュー
詳細ページへ遷移

グラフ・表エリア

経済産業省Webサイトの「統計」
ページから、

のアイコンをクリックして移動できま
す。（「統計」ページのサイドメ
ニュー「ビッグデータ活⽤」内にアイ
コンがあります。）

BigData-STATSダッシュボード
(β版)を開く

1

２

3
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１ 伝える 調査結果︓分析・公表

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

BigData-STATSダッシュボード(β版) METI POS⼩売販売額指標[ミクロ] グラフ

グラフの操作⽅法について

※「BigData-STATSダッシュボード(β版)」は順次データ更新、機能拡充を⾏うため、本マニュアル内の画像が実際の画⾯と異なる場合がありますのでご注意下さい。

最新情報を表⽰して
います。

最新情報を表⽰して
います。

最新情報を表⽰
しています。

週次を選択した場合
は「週番号
(ISO8601)」、⽉次
を選択した場合は
「⽉」を表しています

2 業態、⼤・中、地域
等⾃由に選択でき
ます。

1 週次・⽉次表⽰を
切り替えることが可
能です。

現在表⽰している
データの属性(業態、
⼤中分類、地域）を
表⽰しています。

3 ハイライトさせたい年
を選択することが可
能です。

4 グラフに表⽰する年
を選択することが可
能です。

5 左から、元に戻す、
やり直す、リセット、
共有、ダウンロード、
全画⾯表⽰。

サイドメニュー サイドメニュー

3
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１ 伝える 調査結果︓分析・公表

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

データのダウンロードについて

※「BigData-STATSダッシュボード(β版)」は順次データ更新、機能拡充を⾏うため、本マニュアル内の画像が実際の画⾯と異なる場合がありますのでご注意下さい。

BigData-STATSダッシュボード(β版) METI POS⼩売販売額指標[ミクロ] 統計表サイドメニュー サイドメニュー

グラフ及び表の作成に
使⽤したデータは、この
⽅法で全レコードを
CSV形式でダウンロー
ドする事が可能です。

1 「データダウンロードはこち
らを」タブをクリック。

上記以外の箇所で「ダ
ウンロードボタン」を押
した場合、グラフや表
の装飾⽤に利⽤した
情報などが含まれるな
ど利⽤が困難な場合
があります。

グラフのPDFダウンロード
について

グラフが表⽰されている状態
（「サイドメニュー」の各指
標の「グラフ」で表⽰される
画⾯）で、
をクリックするとグラフのPDF
ファイルがダウンロードできま
す。（「PDFのダウンロー
ド）メニューがポップアップさ
れるので、⽤紙サイズ・⽅向
等を調整の上、「PDFを作
成」をクリックし、最後に「ダウ
ンロード」をクリックしてくださ
い。）

2
ダウンロードボタンをクリック。

3
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１．活かす⼯夫︓⾝近な政策やイベントの影響をデータから観察したい4
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１ 成果活⽤事例 イベント効果をリアルタイムで把握する4

2019.12.20 ⽉例経済報告関係閣僚会議資料に掲載
9⽉の販売増や、10⽉の消費税率引上げ、台⾵による影響等、個⼈消費動向の分析に活⽤

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

https://www5.cao.go.jp/keizai3/getsurei/2019/12kaigi.pdf （P.8）

※2020.01.22の⽉例経済報告関係閣僚会議資料にも「家電５品⽬販売⾦額（週次）」
が掲載されました。                                                                    26



１ 成果活⽤事例 消費税率引上げの影響（⼤分類計、全国）4

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

各販売チャネルの販売額の前年同週⽐(%)、⼤分類・全国合計の結果
コンビニエンスストアは今回の消費税率引き上げ前後で他チャネルと逆の動きをしている。

METI POS-⼩売販売額指標[ミクロ] 

前回︓2014年4⽉1⽇ 5% 8% 今回︓2019年10⽉1⽇ 8% 10%

各販売チャネル間の前年同週⽐の軸のスケールの違い

前回と今回の引き上げ前の販売額の⾼さと幅の違い

前回と今回の引き上げ後の販売額の⾼さと幅の違い

販売チャネル間の引き上げ前後の挙動の⽐較

※グラフ中の数値は、2020.01.24(⾦) 公表の最新（2020.01.13〜19週分）データ。                                                                    27



テレビ（省エネ政策【エコポイントから10年】）、パソコン（OSサポート切れ【2014.4、2020.1】）
スーパーマーケット︓⾷料品（軽減税率対象）、化粧品（軽減税率⾮対象、耐久消費財）

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

１ 成果活⽤事例 消費税率引上げの影響（全国、家電、スーパー）4

※グラフ中の数値は、2020.01.24(⾦) 公表の最新（2020.01.13〜19週分）データ。                                                                      28



各販売チャネルの紙製品の販売額の推移。消費税率引上げ前のピークと幅に注⽬する。
コンビニエンスストアは前年と⼤きな差が観察されていない。

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

１ 成果活⽤事例 消費税率引上げの影響（全国、雑貨・紙製品）4

※グラフ中の数値は、2020.01.24(⾦) 公表の最新（2020.01.13〜19週分）データ。                                                                      29



各チャネルで、今回は引上げ前には変動が少なかったが、引き上げ後に販売額が増えているのが観察された。
（コンビニエンスストアでも︕）

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

１ 成果活⽤事例 消費税率引上げの影響（⾷品・主⾷）4

※グラフ中の数値は、2020.01.24(⾦) 公表の最新（2020.01.13〜19週分）データ。                                                                      30



【地域別にみてみよう︕】 2019.10.10〜13 ⼤きな被害をもたらした台⾵第19号が本州に接近通過

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

１ 成果活⽤事例 ⼤⾬・台⾵など⾃然災害の影響を把握する4

 2019.10.12 9:00 銚⼦気象台発表資料

?

※グラフ中の数値は、2020.01.24(⾦) 公表の最新（2020.01.13〜19週分）データ。                                                                    31



前年同⽉⽐

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

１ 成果活⽤事例 ⼤⾬・台⾵など⾃然災害の影響を把握する（週次と⽉次）4

2019.10.10〜13 ⼤きな被害をもたらした台⾵第19号が本州に接近通過
2014.02.14〜19 発達した低気圧による⼤雪・暴⾵雪*1

*1 気象庁発表 発達した低気圧による⼤雪・暴⾵雪 平成26年(2014年)2⽉14⽇〜2⽉19⽇ （速報）
https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/bosai/report/2014/20140214/20140214.html

※グラフ中の数値は、2020.01.24(⾦) 公表の最新（2020.01.13〜19週分）データ。                                                                    32



POS-プレミアム志向インデックス(左軸)
消費者センチメント(内閣府 消費者態度指数; 右軸)

ブランド 容量単価
(円/ml)

売上
(百万円)

プレミアムビールA 0.62 800

プレミアムビールB 0.59 1,000

プレミアムビールC 0.50 1,400

⋮ ⋮ ⋮

第三のビールX 0.24 1,200

第三のビールY 0.22 900

第三のビールZ 0.21 2,000

ビール(品⽬)におけるプレミアム品と買い得品※1の容量単価および計算例

下位
25%

上位
25%

低

POS-プレミアム志向インデックス(季節調整済)

買い得品の売上指数
プレミアム品の売上指数

※2

※1) 容量情報から算出した容量単価を基に定義。表中の数値は実際の値と異なる。 ※2) 品⽬ごとの売上⽐を売上加重平均し、業態ごとに1つの指標とする。

同⼀品⽬内のプレミアム品と買い得品の売上⽐を指標化

vs消費者態度指数
正相関 消費者センチメントが上(下)向くと、プレミアム品の消費が相対的に増加(減少)する傾向。

ポイント 2014年消費増税前後4~5週間にわたって、プレミアム品の消費が相対的に低下していた。

相関係数 0.47(0.01%有意)

価
格

志
向

/ 
プ

レ
ミア

ム
志

向
2019/10/12014/4/1

METI×NOMURA POS-プレミアム志向インデックス（プチ贅沢指標）

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

プレミアム品と買得品の販売動向から、消費者のプレミアム志向/価格志向度を測る指標

１ 成果活⽤事例 消費者のプレミアム志向/価格志向度を測る4
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POS-コンビニエンス志向インデックス(スーパー; 左軸)
消費者センチメント(内閣府 消費者態度指数; 右軸)

シェアが5%拡⼤
↓

ビールがこの業態で
より多く買われた

※1) 利便業態(スーパー、コンビニ)及び買い得業態(ドラッグストア、ホームセンター/ディスカウントストア)の計4業態中の、該当業態の売上⾼割合。表中の数値は実際の値と異なる。

POS-コンビニエンス志向インデックス(スーパー; 季節調整済)各業態の⾜元のマーケットシェアの拡⼤/縮⼩幅を指標化

相関係数 0.38(1%有意)

マーケットシェア 直近1年間
の総売上
（億円）直近1年間 当週 差

ビール 30% 35% 5% 300

ヨーグルト 25% 22% -3% 200

⽶ 20% 19% -1% 50

スナック 30% 26% -4% 30

シャンプー 55% 57% 2% 20

⋮    ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ 

各品⽬における特定業態のマーケットシェア※1および計算例(業態別に4指標計算)

ൈ

ൈ

ൈ

ൈ

ൈ

ൈ

売上による
加重平均

価
格

志
向

/ 
利

便
性

志
向

2019/10/12014/4/1

METI×NOMURA POS-コンビニエンス志向インデックス（利便性指標）

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

価格設定の異なる⼩売業態の販売動向から、消費者の利便性志向/価格志向度を測る指標

１ 成果活⽤事例 消費者の利便性志向/価格志向度を測る

vs消費者態度指数
正相関 利便性志向(価格志向)が⾼まると、利便性が⾼く割⾼な業態のシェアが拡⼤(縮⼩)する傾向。

ポイント 消費増税の2~3週前から利便業態のシェアが急落し、増税後3~4週にかけて急激に回復。

4
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⾼頻度購⼊品⽬物価指数
低頻度購⼊品⽬物価指数

2018/1/1

SCIの購⼊率および家計調査の購⼊頻度を基にした分類(抜粋) ※1、２

下落傾向

ほぼ横ばい
消費税を考慮すると実質⾼⽌まり

※1) SCIはインテージ社より。家計調査は総務省より。物価指標は各分類ごとにPOSデータから算出。税別。 ※2) 阿部・新関（⼀橋⼤学2010）を参照。 ※3)服部他(みずほ総研2018)を参照。

⾼頻度購⼊品⽬の定義 POS-⽣活体感物価インデックス

ポイント 2014年消費増税後の⾼頻度購⼊品⽬の物価動向は、体感物価の⾼⽌まり※3に寄与した可能性。

⾼頻度購⼊品⽬(79品⽬) 低頻度購⼊品⽬(193品⽬)

⾷料

菓⼦パン・調理パン
⾷パン
ヨーグルト
畜⾁ソーセージ
アイスクリーム

スナック
チョコレート
冷凍調理
カップインスタント麺
スープ類

マヨネーズ
畜⾁⽸詰
袋インスタント麺

⽶
⼩⻨粉
味噌

飲料
⽜乳
コーヒードリンク
液体茶

コーラ
果汁飲料
野菜ジユース

ビール
インスタントコーヒー
⽇本茶

ウイスキー
ココア
ワイン

雑貨 ラッピングフィルム アルミホイル トイレットペーパー
洗濯⽤洗剤

シャンプー
⻭ブラシ

化粧品 - ファンデーション
化粧⽔

⼝紅
⽇焼け⽌め

ヘルスケア - ⽬薬
健康⾷品

胃腸薬
漢⽅薬

2019/10/12014/4/1 2016/1/1

METI×NOMURA POS-⽣活体感物価インデックス

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

頻繁に購⼊される商品の物価動向から、消費者が「⽇々体感」する物価を測る指標

１ 成果活⽤事例 消費者が「⽇々体感」する物価を測る4
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独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

マクロ指標及び⽣鮮卸売価格を利⽤して、消費者物価指数(CPI)の⾜元を予測する指標

１ 成果活⽤事例 消費者物価指数(CPI)の⾜元を予測する

回帰モデル

ポイント ⽣鮮卸売価格データの⾜元値を利活⽤して、総務省CPI総合指数を⾼い精度で予測可能。

データドリブンな特徴量抽出→回帰モデルによる予測 CPIナウキャスト 総合指数(前年同⽉⽐)

CPI

例(抜粋) 特徴

マクロ経済指標
（約3000変数）

家計調査
商業動態統計
鉱⼯業⽣産指数
⽯油統計速報
ドル円
⼩⻨先物

• 国内物価全体に影響を与える、
各国マクロ経済や為替動向を捕捉

⽣鮮卸売価格データ※1

（約100変数）
野菜卸売価格
畜⾁卸売価格
鶏卵卸売価格

• 速報性が⾼い
• CPI総合指数への寄与が⼤きい

予測

多数の変数から有効な特徴量をデータドリブンに⾃動選択

利⽤した⼊⼒変数およびCPI⾜元予測の⼿法

※1) 農林⽔産省

相関係数 0.92(0.01%有意; 前年同⽉⽐)

CPIナウキャスト 総合指数
総務省CPI 総合指数

METI×NOMURA CPIナウキャスト（消費者物価予測指標）

→
⾜元を
予測する

4
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１ まとめと今後の課題5

統計作成現場の環境の変化

経済産業省調査統計グループの⼈員数

2006年

324名
2019年

245名

報告者の環境の変化

業態の変化
新ビジネス、シェアエコノミー・・・

企業活動の変化
製造業のサービス化、サービス業のものづくり・・・

⼈々の⽣活の変化
携帯電話のみ、働き⽅の多様化・・・

「データソース（情報源）を家計や企業からの報告に依存した従来の統計調
査⽅法だけでは、公的統計の質を維持することが困難になっている。」

⼈員減。更に若⼿職員が不⾜している。
（40代後半以上が6割超）

「公的統計の改善に向けた提⾔」（経団連、2016年）

公的統計の精度向上が求められる⼀⽅で、統計調査環境はますます悪化

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020                                                                     38



１ まとめと今後の課題5

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

本プロジェクトでは、ビッグデータと技術の活⽤によって報告者・作成現場の負担の軽減を実現
しつつ、質や価値が維持・向上する統計調査を⾏うための⽅法を探索し続けている。

「今回の取組については、これからの統計のあり⽅、調査のやり⽅を変える重要なプロジェ
クトの第⼀歩として、進めていくことは適当としてよいか〜（中略）〜

これまで統計調査においては、報告者負担の軽減の観点から調査項⽬を縮減する傾向にあっ
たが、ＰＯＳデータの活⽤等が進めば、将来的には、もう少し⽣活実態を踏まえた形で⾒直
しを検討することが考えられる。これについては、本調査だけでなく、他の統計調査も同様
の課題を抱えているものと認識している。」

https://www.soumu.go.jp/main_content/000660115.pdf

サービス統計・企業統計部会における本プロジェクトの取組みについての椿部会⻑の発⾔
令和元年12⽉９⽇（⽉）

統計現場の課題への答えは１つではなく、最初の１歩が始まったばかり。
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１ まとめと今後の課題5

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所 Research Institute of Economy, Trade and Industry 2020

プロジェクトの推進や継続に必要なことは︖
予算、⼿続き（利⽤承認等）、マンパワー、アイデア、熱意、教育・・・

＋ 時間的な猶予

応援する⼈

新たな試みを実現するには、時間を要する。（P.４参照）特に事前調査や調査研
究には時間を要するし、調査開始時に最終着地点まで⾒通すことは困難。

プロジェクト期間、ひと、組織の⽬標の継続性の担保が難しいのが現状

オランダは、中央統計局の中に2016年「Center for Big Data Statistics(CBDS)」
を設置し、兼業だけでなく研究者または研究技能のある職員を擁している。

⺠間ビッグデータの研究⽬的利⽤の⾃由度が⾼い（公的統計はもちろん利⽤可能）
結果は積極的に中央統計局の下でβ版として公表

我が国にこのような機関が無い現状では、プロジェクトを継続して⾏うことが重要である。
またビッグデータ活⽤により、負担を軽減し、より優先順位の⾼いこと、将来に繋がることを
考え続けることが必要。

プロジェクトの
重要性の認識

＋

＋
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BigData-STATSダッシュボード（β版） 2019.12.27 ニュースリリース

１ QRコード
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１ 問い合わせ先

⼤⾂官房調査統計グループ 調査分析⽀援室

⺠間情報活⽤型指標開発担当

齋藤・⽯川

〒100-8902 東京都千代⽥区霞が関1-3-1

TEL:03-3501-6624

FAX:03-3501-7769

bigdata_pj_2019@meti.go.jp

独⽴⾏政法⼈経済産業研究所

上席研究員

⼩⻄葉⼦

〒100-8901 東京都千代⽥区霞が関1-3-1

TEL:03-3501-1363

FAX:03-3501-8577

https://www.rieti.go.jp/users/konishi-yoko/

本資料について BigData-STATSダッシュボード（β版）について
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